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題意識を基にして導かれた「推測」――諦め感の蔓延――の妥当性を検証する作業となる。   
 
 
■2. 検討課題  
 
こうした問題意識に依拠した前記の個人的認識の妥当性を検証する観点から、論文全
体を大きく 2 つに分割した上で、6 つの検討課題を設定した。 
課題の 1 つ目は、「社会保障抑制政策」という本論の主題に直結する現状認識の妥当
性、すなわち、わが国における貧困問題の拡大・常態化を確認することである。貧困問題に
















































か。そこには 2 つの理由がある。1 つ目は、当然ながら、筆者が「市民社会への政策的介入
を通じて、市民社会そのものの弱体化と共に、社会福祉領域の弱体化すら試みられている























これら 6 つの課題を果たすために、本論を最終的に次の 10 つのセクションから構成し、検
証作業を行うこととした。  
導入部分となる第 1 章では、貧困層拡大社会というわが国の生活問題の拡大化、顕在
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第 1 章-----貧困層拡大社会における社会的活動への期待と矛盾   
第 2 章-----社会保障の財源確保と税制に関する諸説   
第 3 章-----社会福祉士および福祉系学部・学科で学ぶ者の社会保障・社会福祉観   
第 4 章-----因子分析とクラスター分析による福祉観の再考   
第 5 章-----社会福祉教育政策の展開と教育内容の基礎的特徴   
第 6 章-----中学・高校生を対象にした社会保障教育政策   
第 7 章-----国家ボランティア政策と NPO 法の制定   
第 8 章-----公益法人制度改革からみた市民社会の自律性、自治性   
第 9 章-----市民社会を脅かす法政策   
第 10章-----新しい公共論からみた市民社会   
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こうした知見から導くことが可能となる（本論では、第 10 章の表 10-1～10-3 を参照のこと）。  
第 4 章では、因子分析とクラスター分析を活用し、現役大学生を対象とした福祉観に関
するアンケート調査結果を叙述した。集計データを分析した結果、現役大学生の福祉観は、
最終的に 6 つのクラスターに分類された。その際、特段の福祉観を有さないクラスター3 が




法の差異にもかかわらず、第 3 章と第 4 章のいずれにおいても、異なる福祉観が似たような



































とが明らかにされた。また、社会福祉領域そのものの弱体化も懸念されることが導かれた。   
第 9 章では、前述した第 8 章の要約と同様、敗訴者負担制度法案と共謀罪法案を起点
とした検証からも、市民社会全体に対する国家の影響力が強まることで、市民社会が有する


















































■5. 提言と本論の独自性  
 
こうした一連の検証を基に導かれた知見を踏まえ、前述した「各章の要約」で取り上げた
諸問題の常態化、深刻化を是正する観点から、総括部分では、（ⅰ）福祉従事者養成教
育政策の改善の必要性（特に、福祉関連領域における社会科学系科目の充実とその体系
化）、（ⅱ）市民社会の自主性、自律性、自治性を抑制しかねない公的政策導入への強い
警戒感の維持、（ⅲ）そもそも社会保障とは何か、どのような価値を背景に成立してきたのか、
という根本命題に関する教育の強化（→ 損得勘定的社会保障観の蔓延への対処）、（ⅳ）
倫理綱領そのもののヴァージョンアップの必要性（特に「サービス利用者」という表現部分）、
などを含む 7 つの提言を行った。また、提言を実践に移していく上での手法も併せて提示し
た。 
なお、本論の独自性としては、先行研究が必ずしも豊かではない「若年層を対象にした社
会保障観」への接近、「新しい社会保障教育」政策に関する検証、そして、社会保障と市民
社会とを一体的に捉える課題設定、などをあげることができる。これに関連して、少なくない
社会福祉学の学位論文では、ケースワークやグループワークおよび事例研究などが重視さ
れている。当然ながら、このような傾向は、社会福祉という学問領域の特性上、必然的であり、
また実際、それは重要な分析視角である。しかしだからこそ、本論のようなマクロ的観点から、
社会保障・社会福祉の課題に切り込む学際的なアプローチには希少性があるといえる。しか
も前記のとおり、「社会保障・社会福祉」と「市民社会」は、相互に相応の影響を与え得る関
係にあることが論証された以上、その重要性は増すことになる。 
こうした事実を鑑みたとき、本論最大のオリジナリティーは、課題の設定、およびそこから導
き出された提言それ自体にあるといえよう。 
 
 
以上  
 
